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（資料４２）政策対応型調査・研究の実施状況 

 
 
 
１．循環型社会形成推進・廃棄物管理に関する調査・研究 
 
 
２．化学物質環境リスクに関する調査・研究 
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１．循環型社会形成推進・廃棄物管理に関する調査・研究 

 

１）研究の概要 

生産から流通、消費、廃棄の過程に至るまで物質の効率的な利用やリサイクルを進めるための

戦略的な物質循環政策、循環型社会の基盤を支える資源化・処理処分技術システム、検知・監視

システムに関する研究・開発を推進する。1.循環システム解析手法の確立、2.循環・廃棄物技術

の高度化、3.循環・廃棄物モニタリング手法の確立という３つの研究アプローチを基軸に、以下

の課題に取り組む。 

 1.循環型社会への転換策の支援のための評価手法開発と基盤システム整備に関する研究 

物質のフローを経済統計と整合的に記述・分析し、循環の度合いを表現する手法、資源の循環

利用促進による環境負荷の低減効果を総合的に評価する手法、地域特性にあった循環システムの

構築を支援する手法、及び循環資源利用製品の安全性を評価する手法を開発し、これらを諸施策

の立案・実施・達成状況評価の場に提供することにより、さまざまな主体による効果的な「循環」

の実践の促進に貢献することを目指す。 

 2-1.廃棄物の循環資源化技術、適正処理・処分技術及びシステムに関する研究 

循環型社会の基盤となる技術・システムの確立に資することを目的として、熱的処理システム

の循環型社会への適合性評価手法の開発、有機性廃棄物の資源化技術の開発及びシステム評価、

最終処分場の容量増加技術・システムの開発、最終処分場の安定度や環境影響を適切に評価し、

それらを促進又は改善する手法の開発を行う。 

 2-2.液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境改善技術システムの開発に関する研究 

し尿や生活雑排水等の液状廃棄物に対して、地域におけるエネルギー消費の低減及び物質循環

の効率化を図るため、窒素、リン除去・回収型高度処理浄化槽システムの開発、浄化システム管

理技術の簡易容易化手法の開発、開発途上国の国情に適した浄化システム技術の開発、バイオ・

エコエンジニアリングと物理化学処理を組み合わせた技術システムと地域特性に応じた環境改

善システムの最適整備手法の開発を行う。 

 3.資源循環・廃棄物管理システムに対応した総合リスク制御手法の開発に関する研究 

循環資源や廃棄物に含有される有害化学物質によるリスクを総合的に管理する手法として、不

揮発性物質を系統的に把握する検出手法、およびバイオアッセイ手法を用いた包括的検出手法を

開発する。これらの手法も利用して、臭素化ダイオキシン類に関連する有機臭素系難燃剤の挙動

と制御手法、有機塩素系化合物を含有する廃棄物の分解手法に関する研究を推進する。 

 

２）研究期間 

 平成１３～１７年度（５年間） 

 

３）平成１７年度研究成果の概要 

(1) 循環システム解析手法の確立 
～循環型社会への転換策の支援のための評価手法開発と基盤システム整備に関する研究～ 

(ア)産業連関表と連動したマテリアルフロー分析手法の確立 

・ 資源、廃棄物、環境負荷等のデータを統合したデータベースの設計を進めた。また、整備

したデータを用いて、最終需要と様々な環境負荷発生との関係に関する実証分析を行った。

例えば、最終処分量を最小化する消費形態では他の環境負荷を増加させる可能性があるこ

と、一方、ＣＯ２を最小化する消費形態では他の環境負荷も低減できることなどを示した。
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また、国レベルのマテリアルフロー勘定のデータ改善、およびマテリアルフロー勘定の枠

組みの修正に関する試案を提示した。 

(イ)ライフサイクル的視点を考慮した資源循環促進策の評価 

・ その他プラスチック製容器包装のマテリアルリサイクル、サーマルリサイクル、および木

くずの様々なリサイクル手法を対象としたＬＣＡ研究を行った。また、個別リサイクル法

の見直しに向けて、各リサイクル法の施行実態データや見直しの論点を収集・整理すると

ともに、平成１８年度に見直しが予定されている家電リサイクル法を対象として、実態デ

ータにもとづいた法制度の評価を行った。 

(ウ)循環システムの地域適合性診断手法の構築 

・ 同地域における廃棄物と循環資源の発生と移動に関する情報を登録した地理情報システム

に、リサイクル等需要先までのリンクデータ及び経年変化分析を可能とする新規データの

追加を行なった。この地理情報システムに輸送モデル・需給適合モデル等を用いて、その

成因の解析と、質変換・物流拠点を仮想的に設置または除去した場合の地理的なフローの

変化の予測を進め、拠点計画法として提示した。さらにネット輸送割合、地域間廃棄物産

業連関分析、ＬＣＡ分析、クラスター分析、コンジョイント分析等により、循環スケール

と経済・社会・環境上のパラメータとの関係を検討して、地域循環度指標を提示した。 

(エ)リサイクル製品の安全性評価及び有効利用 

・ 再生材のコンクリート用骨材利用、アスファルト骨材利用における環境曝露促進試験を行

い、環境への影響の変化に関する知見を得た。さらに、再生製品全体の環境安全性に関す

る体系的な規格化検討において、溶出試験方法の精度向上や条件確立を行った。バイオア

ッセイの作成においては、発光ｕｍｕ試験における試験溶媒の選択、防蟻剤のＧＣ/ＭＳに

よる一斉分析法について知見を得た。また、木材系廃棄物の炭化物作成時に発生するＰＡ

Ｈのタール中含量について、炭化温度や植物種による違いについて知見を得た。 

(2) 循環・廃棄物技術の高度化 
～廃棄物の循環資源化技術、適正処理・処分技術及びシステムに関する研究～ 

(ア)循環・廃棄過程における環境負荷の低減技術開発 

・ 灰の加熱過程における臭素含有ダイオキシン類関連物質のデノボ合成能を、産業廃棄物焼

却施設の灰を用いて示した。同時に、元素別の有機性ハロゲン量発生源モニタリング方法

の適用性を一般廃棄物・産業廃棄物両焼却施設において実証した。廃棄物ガス化溶融施設

のもつ環境保全性、資源・エネルギー回収性およびコスト性能等を具体的かつ精密に調査/

解析し、実験にもとづく技術的知見と合わせて総合的な評価手法を提示した。触媒を適用

したガス化-改質法による水素製造技術について、ガス化対象をＲＤＦ・ＲＰＦに拡大して

水素の効率的抽出技術を示すとともにパイロット規模での製造に関する性能を実証した。

また、ＣａＯによる触媒能の増強効果を明らかにした。 

(イ)資源化技術・システムの開発 

・ 有機性廃棄物の資源化システム設計のために食品廃棄物および農業系廃棄物の組成データ

ベースの作成を行った。この組成データベースと、すでに整備した埼玉県における産業小

分類事業種別の排出量原単位により、埼玉県における細分類事業種別の雇用者一人当たり

の排出組成データベースへと展開した。資源化技術では、生ごみを炭素源とした乳酸回収

装置にて実証実験を行い、乳酸回収に飼料化を付加したゼロエミッション型資源化システ

ムの実用可能性を明らかにした。また、超臨界ＣＯ2による廃棄物からのビタミン抽出基礎

特性について、圧力・温度依存性・最適前処理操作等を明確にし、資源化技術実用化への

方向性を明確にした。さらに、粒状リン酸マグネシウムアンモニウム６水塩を循環利用す
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るアンモニア回収装置での実証実験により、最適な乾燥温度、溶液ｐＨおよび攪拌時間を

見出した。また、回収した乳酸、発酵生成物を利用した飼料およびアンモニア脱離液の安

全性を、ヒトや動物への感染性および重金属含有量から再資源化物の安全性が確認できた。 

(ウ)最終処分場容量増加技術の開発と適地選定手法の確立 

・ 既存最終処分場の再生における問題点の抽出と、テストピットによる容量増加手法の適用

性・安全性を検討し、最終処分場の再生事業評価ツールを構築した。特に掘削時の環境影響

として細菌や菌類の飛散が重要になることを明らかにした。容量増加の各技術の評価、既存

処分場の再生に向けた処分場の分類と、そのための埋立内容物の現場調査及び再生のための

前処理（環境汚染防止）技術の選定手法を提案した。以上から、既存処分場の再生、埋立廃

棄物の中間処理技術等を援用した質的な改善、埋立地容量の増加が可能なシステムを提案し

た。広域最終処分場適正配置に関しては、海上輸送を考慮したモデルで超広域型処分場を評

価した。また、海面最終処分場における水平暗渠設置による保有水の挙動を数値解析により

明らかにし、管理水位の選定と許容水位上昇高の重要性を指摘した。また、水位を平均海面

レベルに維持することにより埋立層内への通気導入が促進されることを明らかにした。 

(エ)最終処分場安定化促進・リスク削減技術の開発と評価手法の確立 

・ 埋立処分場実証テストセルにおける通気・浸出水循環実験により、エミッション（ガス質(Ｖ

ＯＣ)及び浸出水質(ＢＯＤやＴ－Ｎ)）に著しい改善を見いだすとともに埋立層内の環境改

善や機能発源(硝化・脱窒)への効果を具体的な評価ツールによって明らかにした。また、

工学的な安定化促進技術の適用による処分場廃棄物層の安定化促進プロセスのモデルを構

築し、最適配管設計法や最適通水・通気量並びに分解量評価法を開発した。以上から、最

終処分場の安定化促進技術の実証実験で得られたデータをまとめて、促進・改善システム

を提案した。さらに、無機塩類濃度や有機物中の難分解性成分の比率が増加している焼却

灰や不燃物主体の最終処分場浸出水に対応するため、塩類やホウ素、無機窒素などの無機

成分と親水性有機化合物を同時除去するための技術として、逆浸透膜法の適用性が高いこ

とを明らかにした。 

 

～液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境改善技術システムの開発に関する研究～ 

(ア)窒素、リン除去・回収型高度処理浄化槽、消毒等維持管理技術システムの開発 

・ 我が国における吸着脱リンシステムによるリン資源の回収・循環フローの基盤が示され、

液状廃棄物対策における環境低負荷・資源循環型のシステム技術の構築に展開することが

可能となった。また、高度合併処理浄化槽におけるリン対策としての鉄電解脱リン法に着

目し、リン除去特性、汚泥生成能、リン含有率、リン回収特性等について適正な基盤条件

を明らかにすることを目的として検討を行った。その結果、鉄電解脱リン法によるリン除

去性能を高める条件を明らかにすることができた。さらに、リン回収と同時に余剰汚泥減

容化を目的とした新規排水処理システムの実用化に向けた検討を行った結果、オゾン処理

汚泥量を槽内汚泥量の７％程度に設定することで、処理水質を維持しつつ、余剰汚泥の発

生が抑制される適正な基盤条件が見いだされた。 

(イ)浄化システム管理技術の簡易容易化手法の開発 

・ 高度合併処理浄化槽を対象として、アンモニア酸化反応を担う機能遺伝子であるａｍｏＡ

遺伝子についてのモニタリングを行い、アンモニア酸化細菌の個体群動態と処理性能との

関係解析を行った。その結果、処理水アンモニア濃度が２mg･ℓ-1 を超過したサンプルの９

５％以上において、処理水Ｔ－Ｎ濃度が１０mg･ℓ-1を達成できておらず、亜硝酸酸化反応お

よび脱窒反応は律速とはなっていないことから、アンモニア酸化反応の促進の重要性が確
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認された。特に、硝化槽に保持されたアンモニア酸化細菌個体数と窒素除去機能の関係解析

の結果、目標水質を達成している系ではアンモニア酸化細菌１cell 当たりのアンモニア負荷

が低く抑えられていたのに対し、達成できていなかった系では高いことがわかった。これら

のことから、目標水質の達成におけるパラメーターの一つとしてアンモニア酸化細菌１cell

当たりのアンモニア負荷を考慮することが重要であることが示唆された。また、構造の異な

る担体を比較・解析した結果、増殖速度の遅い硝化細菌群を高濃度に保持するためには、微

生物を担体内部に高濃度に保持可能な比表面積の大きい多孔質担体が有効であることがわか

った。さらに、安定同位体解析を導入した細菌群集構造解析により、脱窒炭素源による活性

汚泥内の細菌群集の影響を効率的に評価・解析できることが明らかとなった。 

(ウ)開発途上国の国情に適した浄化システム技術の開発 

・ 開発途上国で多く用いられているラグーンシステムの酸化池へ導入された植栽の根圏部で

は、多くの浮遊物質が捕捉されること、有用微小動物に生息域を創出し高密度に保持でき

ることが明らかとなり、これらの有用微小動物は有毒アオコを捕食できることからアオコ

の発生抑制にも効果が期待でき、植物や魚類の食用化を行う上で重要であると考えられた。

さらに、人工湿地においては、適正負荷のもとでは、アシ、マコモ、ガマ植栽系のいずれ

も通年でＢＯＤ除去９０％以上の良好な処理能を有していたが、高負荷条件では窒素除去

能で水温の影響を受けやすいことが判明した。また、水生植物種としてはアシが低温に強

く、また、マコモは温室効果ガスであるメタン発生が他の系に比べ大きく、水生植物の選

択が極めて重要であることが明らかとなった。 

(エ)バイオ・エコエンジニアリングと物理化学処理を組み合わせた技術システムの開発及び地

域特性に応じた環境改善システムの最適整備手法の開発 

・ 高濃度有機廃棄物の適正処理とエネルギーの回収を両立させるＵＳＢメタン発酵と窒素除去

が可能なヘドロセラミックス担体生物膜処理槽を組み合わせたシステムの開発を開始したが、

本システムにおいてＣＯＤ除去率で９９％、メタン転換率で約８０％近い性能を有すること

がわかったと同時に、循環比の適正化により、８０％以上の窒素を除去できることが明らか

となった。また、バイオマスからの直接水素発酵に着目した基礎的検討においては、穀類等

からの水素転換率は高く、溶解性の糖量が多いほど転換率が向上することと同時に、加温処

理や酵素処理等の物理化学処理とのハイブリッド化による可溶化処理と糖量増加が水素発酵

では極めて重要になることが明らかとなった。さらに、バイオ・エコエンジニアリングによ

る各処理システムの面的整備を適正に図る上で、窒素、リンの低減化による有害藻類発生の

抑制効果を評価するため、ＡＧＰ試験手法を改良した新たな解析手法を提案した。これによ

り、特に窒素、リンの同時除去が効果的であるが、藻類のリンの細胞内蓄積能を考慮すると

高いリン除去能を持つ吸着脱リン方式の効果が極めて高いことが示唆された。 

(3) 循環・廃棄物モニタリング手法の開発 
～資源循環・廃棄物管理システムに対応した総合リスク制御手法の開発に関する研究～ 

(ア)バイオアッセイによる循環資源・廃棄物の包括モニタリング 

・ ダイオキシン類や有機臭素化合物など複数の汚染源が存在する媒体へのＡｈレセプター結

合細胞系アッセイ系（ＤＲ－ＣＡＬＵＸ）の適用を行った。大阪湾底質試料についてダイ

オキシン様活性を測定したところ、表層底質についてはＷＨＯ－ＴＥＱとの間に高相関が

観察されたが、ＣＡＬＵＸ－ＴＥＱの平均１１％について有機臭素化合物（ＰＢＤＤ/Ｆｓ, 

ＤｅＢＤＥ）が占めているものと推定された。また、ハウスダスト試料約２０検体を収集

してＤＲ－ＣＡＬＵＸに供したところ、ＣＡＬＵＸ－ＴＥＱは３８～１，４００ pg/g を示

し、高活性の試料が存在することが分かった。ＰＢＤＥｓやＰＢＤＤ/Ｆｓの活性寄与を推
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算したが、全体の５～２５％程度しか説明できず、未知のダイオキシン様活性物質につい

ての同定やその由来起源についての調査が必要と考えられた。さらに、埋立処分場におけ

る生物影響評価法の検討として、各種昆虫に対する固体廃棄物（不燃残さ、焼却灰、飛灰）

の影響を調べたところ、最も顕著な影響がイチゴハムシ卵のふ化において認められたこと

から、本種卵のふ化阻害は有害性評価指標として有用であると考えられた。 

(イ)有機臭素化合物の発生と制御 

・ 実測に加えてＵＮＩＦＡＣモデルによる物性推算アプローチにより、臭素化ダイオキシン

類や主要なＢＦＲｓとしてのヘキサブロモシクロドデカン(ＨＢＣＤ)、テトラブロモビス

フェノールＡ(ＴＢＢＰ－Ａ)、ポリブロモジフェニルエーテル(ＰＢＤＥｓ)の水への溶解

度（Ｓw）、オクタノール/水分配係数（Ｋow）、ヘンリー定数などの物性値を網羅的に求め

提示した。循環・廃棄過程等からの排出挙動調査については、野焼きを模擬した非制御燃

焼過程での挙動に関する予備的なデータを得た。これまでの排出挙動調査の知見を総合し、

現時点でのＰＢＤＥ製品のライフサイクルを対象として、計１２プロセスについて排出イ

ンベントリーを推定した。バイオアッセイ研究においては、有機臭素化合物の代謝物の毒

性評価に向けて水酸化ＰＢＤＥの評価に着手し、分析法の確立を含めて基礎的な知見を得

た。また、ハウスダストのバイオアッセイ評価を開始し、有機臭素化合物の室内曝露に伴

うリスク評価につながる知見を得た。 

(ウ)循環資源・廃棄物中有機成分の包括分析システム構築 

・ 不揮発性有機汚染成分のＬＣ/ＭＳ定量分析法の開発と調査として，ＨＢＣＤ異性体の吸着特

性を解析し水質，底質中のＨＢＣＤ，ＴＢＢＰＡの分析法を改良した。また，プラスチック

等循環資源中のＨＢＣＤ等のＬＣ/ＭＳ分析法の開発を行った。不揮発性有機成分のＬＣ/Ｍ

Ｓスクリーニング分析法では，高極性の不揮発性有機成分を含め，優先的に調査すべき物質

のうち８６種のスクリーニング分析法を開発した。また、精密質量スペクトルを用いる未知

化学物質検索法のアルゴリズムを開発し，ＬＣ/Ｑ－ＴＯＦＭＳ/ＭＳを用いた１１３種のＰ

ＲＴＲ指定化学物質の解析に適用し，その９３％を５候補以下の元素組成に絞り込めること

を示し，ＬＣ/ＭＳではじめての化学物質の同定方法として発表した。また，この方法はＬＣ

/ＭＳに限らず活用でき，従来ある指紋照合型検索の欠点を補えるため，ソフトウエアとして

質量分析の諸分野での幅広い活用を期して国立環境研究所のホームページから公開した。 

(エ)循環資源・廃棄物中ダイオキシン類やＰＣＢ等の分解技術開発 

・ 水熱分解法では、ＰＣＢ及びデカブロモジフェニルエーテルを用いた実験を行い、加圧熱水

により３００℃、８MPaで３０分の反応で完全に分解することを確認した。脱塩素あるいは脱

臭素が主な分解であり、両化合物ともオルト位置換位の反応性が遅いことが分かった。また、

コプラナＰＣＢ分解時においては速やかに毒性と雨量が減少することを確認した。金属ナト

リウム分解において生成する重合物など反応生成物中に有機塩素化合物が存在するか否かに

ついて各種の試験を行い、有機塩素化合物が残存していないことを確認した。ＰＣＮの光分

解では脱塩素分解が起こり、α位よりもβ位が脱離しやすいことを明らかにした。 
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４）外部研究評価の結果 

 

   ５ ４ ３ ２ １ 合計 

 研究計画に対する評価・助言 2 3 1   6 

 （13 年 4 月) (33) (50) (17)   (100) 

 13 年度成果に対する評価・助言 3 5 4   12 

 （14 年 4 月） (25) (42) (33)   (100) 

 中間評価  3 5 2  10 

 （平成 15 年 4 月）  (30) (50) (20)  (100) 

 15 年度成果に対する評価・助言  9 4 1  14 

 （16 年 4 月）  (64) (29) (7)  (100) 

 16 年度成果に対する評価・助言 2 4 1   7 

 （17 年 4 月） (29) (57) (14)     (100) 

 事後評価 7 1    8 

 （18 年 5 月） (88) (12)     (100) 

 （参考）内部事後評価 2 6    8 

 （18 年 3 月） (25) (75)     (100) 

   注）上段：評価人数、下段：％ 

   事後評価基準（５：大変優れている、４：優れている、３：普通、２：やや劣る、１：劣る） 
    

※年度評価基準・中間評価基準では、「Ａ：大変優れている、Ｂ：優れている、Ｃ：普通、Ｄ：やや改善が

必要、Ｅ：大幅な改善が必要」としていたが、ＳＡＢＣＤ評価と混同しやすいことから、事後評価では数

字による五段階評価に変更している。 

 

外部研究評価委員会による事後評価の平均評点 ４．９点 

 

 

５）外部研究評価委員会の見解 

１．調査・研究の内容がシステム研究系、リスク研究系、技術研究系の３本柱で構成され、全

体としてまとまった成果を挙げている。一見綺麗に纏まりすぎている印象も与えるが、個

別の研究においては国際的な先導性を有するものや、多方面からまた組織的な研究となっ

ているもの、社会的・政策提言に結びついているものなど多様な構成となっている。 

２．物質フロー分析における具体的成果も見るべきものがあり、アジア圏における資源循環モ

デル構築などへの展開は評価するに値する。リスク研究、技術開発においても成果を挙げ、

技術的詳細の整理もなされている。 

３．今後の本領域の研究としては、より長期的・総合的な視野から各サブテーマの一層の統合

も考慮し、将来の社会的条件の変化も考慮において循環型社会のビジョンを示し、そのビ

ジョンの下に各研究が位置づけられていることが望ましい。アジア地域に対して我が国が

どのような責任を果たす体系を構築するかに関してもビジョン策定の検討が必要であろう。 

 
６）今後の展望等 

前年度までの外部研究評価での助言に基づき、システム研究系、リスク研究系、技術研究系の

３本柱で第１期中期計画の成果をまとめたことの意義は評価されており、第２期はこれらの柱

各々の成果の蓄積を活かしながら、柱の相互のつながり・統合を意識した研究展開を指向してい

る。第２期における循環型社会研究プログラムでは、４つの中核プロジェクトを主構成要素とし

ているが、示唆いただいた「循環型社会のビジョン」研究に関しては、主に第１期のシステム研
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究系の蓄積をもとに、筆頭のプロジェクトに据えている。このプロジェクトが要となって、リス

ク研究系をもとにした物質管理研究を行うプロジェクトや、資源化技術研究のプロジェクトとの

統合を強める計画としており、さらに新たな柱として立てたアジア圏の資源循環研究に関するプ

ロジェクトにおいても、システム、リスク、技術の３要素を活用したテーマ構成としている。 

なお、こうした長期的・総合的視野に立たった循環型社会研究への積極的展開を図る一方で、

直面する廃棄物問題への政策対応の支援が疎かになることのないよう、廃棄物管理の着実な実践

のための調査・研究にも第２期において引き続き取り組む。 

 
 
 
 
２．化学物質環境リスクに関する調査・研究 
－効率的な化学物質環境リスク管理のための高精度リスク評価手法等の開発に関する研究－ 

 

１）研究の概要 

化学物質環境リスクの適正管理を目指して、現行のリスク管理政策からの要請を受けた課題と

リスク管理政策のさらなる展開を目指して解決すべき課題の２つの観点から曝露評価、健康リス

ク評価及び生態リスク評価について評価手法の高精度化を図るとともに、簡易なリスク評価手法

の開発を行う。また、リスクコミュニケーションを支援する手法の開発を行う。曝露評価につい

ては、時・空間的変動を考慮した曝露評価や少ない情報に基づく曝露評価手法を開発する。健康

リスク評価については、化学物質に対する高感受性集団に配慮した健康リスク管理手法や、複合

曝露による健康リスク評価手法を開発するとともに、バイオアッセイ法の実用化に向けた研究を

行う。生態リスク評価については、生態毒性試験法の開発と生物種別の毒性に基づく生態リスク

評価手法の高度化を目指す。リスクコミュニケーションについては、情報加工・提供方法につい

て研究する。 

 

２）研究期間 

平成１３年度～１７年度（５年間） 

 

３）平成 17 年度研究成果の概要 

(1) 少ない情報による曝露評価手法の開発 
・ 多媒体モデル（ＭｕＳＥＭ）に関して、最新のＰＲＴＲデータに基づいた予測結果と実測

結果を比較し、化学物質の物性と予測精度の関係を明らかにした。河川モデルを河道構造

データベースと連携させ、全国の河川に対して予測計算が可能なシステムへとモデル改良

を行った。ブートストラップ手法を用いて、不検出値を含むモニタリングデータセットか

ら母集団の代表統計量の信頼区間を予測する手法を開発し、実際のモニタリングデータに

適用して本手法の妥当性を検証した。 

(2) 生物種別の毒性試験に基づく生態リスク評価手法の高度化 
・ 既往の論文などから毒性試験結果の収集及び信頼性評価を行い、構造活性相関に用いるデ

ータセットを作成した。さらにデータを補うため試験候補物資の選定をおこなった。収集

したデータを基に、既存の構造活性相関式の適用性の検討、ニューラルネットワーク法に

よる魚類の構造活性相関式の信頼性の向上が図られ、多変量解析手法による構造活性相関

式の導出のためのパラメータが抽出された。魚類以外の生物群への拡大も行った。さらに
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これらの検討は、構造の類似した化学物質を群として評価するカテゴリーアプローチに適

用される． 

・ 生態毒性試験法分野では、(1)ウキクサ生長阻害試験の標準試験手順のとりまとめと国内ラ

ボ３機関のリングテストを実施、(2)着色性物質の藻類試験法の実施と化審法下での試験手

順の検討、(3)土壌の生態影響試験法；ミミズの急性・繁殖試験およびトビムシ繁殖試験の

有効性検討に着手した。 

・ 生態毒性値用いて生物個体群への影響評価するために，ロジスティック型曲線に従って増

殖する生物種の平均絶滅時間を拡散方程式から導かれる内的自然増加率，環境収容力およ

び環境変動のパラメータを与えることで推定した．魚類２種（メダカ，ファットヘッドミ

ノー）に対する化学物質の影響を推定したところ，急性毒性値(ＬＣ５０)がさほど高くな

い化学物質でも，繁殖力を相応に下げる場合には種の絶滅リスクは大幅に上昇することが

示された． 

・ 試験に用いるメダカの感受性変動の機構を明らかにするため，突然変異系統（透明メダカ），

ヒメダカおよび地理的変異メダカの化学物質感受性差について生化学的因子との関連を検

討した．また地域個体群に関しては，形態的特性を多変量解析し地域間で形態分化が生じ

ていることが示唆された． 

・ ナノマテリアルの体内動態の研究では，４０nm のナノビーズを卵に曝露すると卵内および

卵黄へ，成魚に曝露すると肝臓への移行する事が確認された． 

(3) リスク情報加工・提供方法の開発 
・ 公開中の化学物質データベース（Webkis-plus）に関して、利用者数の増加や利用者からの

要望に対応して、システムの増強や、カテゴリ分類・検索機能の追加、法制度に基づいた

化学物質の分類機能の追加など、より使い易い表示システムへと改良した。 

・ 農薬の出荷量データと各都道府県の土地利用情報をデータベース化し、単位農地面積当た

りの出荷量などの推計結果を整備した。 

・ 環境モニタリング結果やＰＲＴＲデータなどの地図上で表示できるＧＩＳ（地理情報シス

テム）情報をインターネットを介して提供するシステムを構築した。 

(4) 空間的・時間的変動を考慮した曝露評価手法の開発 
・ ＰＲＴＲ対象物質のいくつかを対象に、大気及び河川濃度の空間分布の詳細推定を実施した。

この結果により、大気では実測値を用いた曝露推定との検証、generic 的アプローチに比較し

分布を用いる手法の位置付けの検討、河川では生態曝露の分布推定を試みた。また、時間的

変動の評価手法開発についてダイオキシン類及びＰＯＰｓ農薬成分の経年的インベントリの

作成を行い、体内動態モデルとの統合について予備的検討を行う。また、ダイオキシン類の

人への曝露について、環境汚染を介した魚介類からの曝露に関する詳細解析を行った。 

(5) 感受性要因の解明とそれを考慮した健康リスク管理手法の開発 
・ インフォームドコンセントが得られた集団より採取したＤＮＡを用いて、ヒ素メチル化酵

素Ｃｙｔ１９のＳＮＰ解析を行い、国内における多型の状況を調べた。 

・ In vivo 変異原性から発がん性を予測する数理モデルを用いて解析した結果、第Ⅱ相薬物代

謝酵素の欠損による突然変異頻度上昇により、がん発症の時期が正常より早まることが予

測された。 

・ 環境中化学物質一般の，若年齢層に対するリスクを定量化するため，物性の異なる５つの

仮想化学物質を想定した，体内動態予測法の検討を行った。体内分布はＰＢＰＫモデルを

用いて予測計算を行い，また化学物質の曝露としては食品由来の摂取が最も寄与が大きい

と判断し，食品の摂取量と脂質含量から曝露量を計算した。１歳から２０歳までの物質の
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曝露量と，それに伴う体内濃度変化を予測した結果，若年層では体重当たりの摂取量が成

人の約３－４倍，血液中の濃度は約２－３倍であることがわかった。 

(6) 複合曝露による健康リスク評価手法の開発 
・ 閾値のある毒性に関する複合曝露影響のリスク評価について、同一の作用機構を持つ複数

の化学物質群として有機リン系農薬を例に検討した。ＵＳ ＥＰＡの方法に準拠して評価を

進めているところであるが、同時に、農薬の複合曝露評価の第一段階として、食品による

経口曝露を想定し、農産物、食品などから検出される残留農薬を調べた。 

(7) リスク管理へのバイオアッセイ手法の活用 
・ 肺など幾つかの標的臓器では、化学物質を曝露した実験動物（マウスやゼブラフィッシュ

など）の in vivo 変異原性と発がん性の間によい相関性があることを見出した。In vivo 変

異原性の強さから発がん性の予測が可能であることが示された。 

・ また、ディーゼル粒子等の大気汚染物質が経気道曝露による示す in vivo 変異原性と、肺

内への投与により示す in vivo 変異原性はほぼ同様であることが明らかとなり、大気汚染

物質の肺内への投与実験の結果をもとに、経気道曝露による影響の評価ができることが示

唆された。 

・ さらに、マウスにディーゼル排気を曝露することより、精巣の突然変異頻度が増加するこ

とを示した。 

 

４）外部研究評価の結果 

 

   ５ ４ ４’ ３ ２ １ 合計

 研究計画に対する評価・助言 4 2     6 

 （13 年 4 月) (67) (33)     (100)

 13 年度成果に対する評価・助言 1 7  2 2  12 

 （14 年 4 月） (8) (58)  (17) (17)  (100)

 中間評価 1 7 1 3   12 

 （平成 15 年 4 月） (8) (58) (8) (25)   (100)

 15 年度成果に対する評価・助言 1 7  4   12 

 （16 年 4 月） (8) (58)  (33)   (100)

 16 年度成果に対する評価・助言 4 5     9 

 （17 年 4 月） (44) (56)         (100)

 事後評価  5  3   8 

 （18 年 5 月）  (62)  (38)    (100)

 （参考）内部事後評価  7  1   8 

 （18 年 3 月）  (88)  (12)    (100)

   注）上段：評価人数、下段：％ 

   事後評価基準（５：大変優れている、４：優れている、３：普通、２：やや劣る、１：劣る） 
    

※年度評価基準・中間評価基準では、「Ａ：大変優れている、Ｂ：優れている、Ｃ：普通、Ｄ：やや改善が

必要、Ｅ：大幅な改善が必要」としていたが、ＳＡＢＣＤ評価と混同しやすいことから、事後評価では数

字による五段階評価に変更している。 

 

外部研究評価委員会による事後評価の平均評点 ３．６点 
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５）外部研究評価委員会の見解 

１．研究グループの限られた人員による成果としてはかなりの成果を挙げたものと評価される。

少ない情報による曝露影響評価手法の開発や、生態影響評価・毒性予測モデルの開発、健

康リスク分野の興味ある成果、複合要因を含む現場実証、感受性要因の組み込みなどの試

みは評価されるものである。 

２．最終的に化学物質の環境リスクを予測・評価が可能となった場合に、一般市民に対するど

のようなコミュニケーションを図り、また行政にどのような形で活かしていくのか、その

観点を明確にしておく必要があり、このための戦略を練る検討体制を構築する必要があろ

う。 

３．化学物質のリスクの管理は、継続的に検討を進めデータバースを確立し、それを如何に市

民・行政と共有し、健康影響のみならず生態系のリスクの問題としても評価するものとな

るであろう。このような体系を例えばＰＲＴＲなどとの関連で捉えることが可能となれば、

化学物質の総合的な管理につながり、より一般化された情報の整理ができることとなろう。

期待したい。 

 

６）今後の展望等 

第２期中期計画期間においては第１期中期計画期間の成果を活かしつつ、環境リスク研究プロ

グラムとして、環境要因の包括的な曝露評価手法、高感受性期や恒常性機能のかく乱による影響

を組み入れた健康影響評価、生物多様性や生態系機能の視点に基づく生態影響評価などより現実

に則したリスク評価手法を構築することを目指した重点研究プロジェクトを実施する。化学物質

のみならず、侵入種などの研究成果は環境リスクのコミュニケーションの基盤となるよう継続し

てデータべース化し、これを市民・行政と共有できるよう知的基盤として整備するとともに、調

査・研究の各段階で関係者とのコミュニケーションをはかりつつ、社会的ニーズや環境リスクの

受容レベルを意識した研究を実施していきたい。また、化学物質環境リスク評価オフィスを設け、

環境リスク評価の着実な実施など化学物質の環境政策からの要請について引き続き対応するこ

ととしている。 

 

 

 


